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盛岡市（以下「市」という。）は、民間の資金・経営能力及び技術的能力を活用し、民間と

行政のパートナーシップの下で、効率的かつ効果的に学校給食センターを整備するため、「（（仮

称）盛岡市第二学校給食センター整備運営事業」（以下「本事業」という。）を「民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ

法」という。）に基づく事業として実施することを予定している。 

本事業に関し、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び特定事業を実施する民間事業者（以下

「事業者」という。）の選定を行うに当たって、ＰＦＩ法第５条第１項の規定に基づき実施方

針を定めたので、同条第３項の規定により公表する。 

 

 



2 

第１章 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業内容に関する事項 

(1) 事業名称 

（仮称）盛岡市第二学校給食センター整備運営事業 

 

(2) 公共施設等の管理者の名称 

盛岡市長 内舘 茂 

 

(3) 事業の目的 

市では、「盛岡市立小中学校学校給食基本方針」（平成 25年 12 月 24 日教育委員会策定、

31 年４月 26 日改定）で掲げる「全員に同じ給食を提供する方式」による完全給食を実施

するため、令和５年４月に盛岡市学校給食センター（以下、「盛岡センター」という。）を

供用開始させ、令和７年３月には「第三次学校給食施設整備実施計画」（（以下、「第三次計

画」という。）を策定し、新たに（仮称）盛岡市第二学校給食センター（以下、「本施設」

という。）を整備し、老朽化している単独調理場や玉山学校給食センターを本施設に移行

し、盛岡センターと併せて、２か所の学校給食センターから、全ての市立小中学校へ給食

提供を行うこととしたところである。 

本事業は、この方針等に沿って、「8,700 食／日」の調理能力とする本施設を整備し、児

童生徒の健全な成長及び健康の保持のため、安全安心な学校給食の提供を行うとともに、

学校給食を通じた食育の更なる推進を図ること等を目的とする。 

また、本事業の実施に当たっては、市内に本社・本店等を置く企業の事業参画を促進す

るなど、市内企業の育成等を図り、地域経済振興の一助とすることを目指す。 

 

(4) 本事業の基本方針 

本事業は、新たに１日当たり 8,700 食の供給能力のある学校給食センターを整備し、そ

の事業期間内において、施設の維持管理及び運営を行うものである。 

事業実施に当たっての基本方針は次のとおりである。 

 

ア 衛生管理の徹底 

ＨＡＣＣＰ（Hazard（Analysis（and（Critical（Control（Point）の概念を取り入れ、「学

校給食衛生管理基準（文部科学省）」、「大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）」

に適合した施設の整備と運営を行い、衛生管理の徹底を図る。食材・調理済みのものや食

缶・食器等の流れ、および調理員の動線について明確に区分・管理し、食の安全に関する

リスクの低減に努める。 

食物アレルギーを有する児童生徒が安全に給食を利用できるよう、専用の調理室及び関

連設備を設け、誤食事故の防止に万全を期した施設整備を行う。 
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イ 食育の推進 

学校給食を生きた教材として積極的に活用し、食への理解・感謝の念・望ましい食習慣

の形成を促す食育を推進する。見学通路や研修機能を整備し、調理作業の可視化を通じて、

児童生徒・保護者・地域住民が給食への理解と関心を深められる環境を整える。 

調理作業の映像配信等、ＩＣＴ（（情報通信技術）を積極的に活用した食育機能を整備す

るとともに、残渣量の統計管理など、学校への訪問指導や栄養相談の充実につながる食指

導用教材及び資料を生み出す機能を確保する。あわせて、地産地消を推進し、地域食材の

積極的な活用を図ることで、地域の食文化への理解促進に寄与する。 

 

ウ ライフサイクルコストの低減 

施設の設計、建設、維持管理、運営等全般におけるライフサイクルコストの低減を可能

な限り追求する。児童生徒数の推移を踏まえた適切な施設規模及び運営ビジョンのもと、

長期的な視点に立った施設計画を策定する。 

将来世代に過度な環境負荷や維持管理コストを残さないよう、省エネルギー性能を積極

的に確保するとともに、維持管理・更新コストを含めたライフサイクルコスト全体の最小

化を図る。 

 

エ 災害対応体制の整備 

災害時においても児童生徒及び地域住民への食の提供が継続できるよう、炊き出し及び

応急給食の提供に必要な機能を施設に備える。 

また、指定緊急避難場所としての役割を踏まえ、災害発生時における避難者の受け入れ

に対応できる体制及び施設環境を確保するとともに、関係機関との連携体制を整える。 

 

オ ＤＸ・デジタル化の推進 

給食センターの安定的かつ効率的な運営を支える基盤として、ＩＣＴ（情報通信技術）

を積極的に活用するとともに、施設・設備の維持管理及び業務運営のデジタル化、ＤＸを

推進する。これにより、安全・安心な学校給食の提供、業務効率化、衛生管理の高度化及

びサービス水準の向上を図る。 

また、施設整備、事故・故障、修繕等のデータを継続的に蓄積・活用し、設備の状態を

的確に把握することで、不具合の未然防止と安定的な給食提供につなげるとともに、事業

者変更時の円滑な業務引継ぎを図る。 

 

(5) 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、事業者が市と事業契約を締結し、本施設を設計・建設し、

施設の所有権を市に移転した後、本施設の維持管理及び運営等を行うＢＴＯ（Build（

Transfer（Operate）方式とする。 
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(6) 事業場所 

第三次計画において整備候補地としていた「厨川住宅敷地（下厨川赤平）」を、本事業

における事業予定地とする。 

 

(7) 事業の内容 

本事業の内容は、次のとおりとする。 

事業予定地 厨川住宅敷地（下厨川赤平） 

敷地面積 約 14,800 ㎡ 

提供食数 
一日当たり最大約 8,700 食 

小学校：約 5,350 食 中学校：約 3,350 食 

対（象（校 

小学校： 

【令和 12年９月からの給食提供】 

渋民小学校、好摩小学校 

 

 

 

 

 

中学校： 

【令和 12年９月からの給食提供】 

下橋中学校、下小路中学校、厨川中

学校、上田中学校、米内中学校、黒

石野中学校、城西中学校、北陵中学

校、松園中学校、渋民中学校、巻堀

中学校、北松園中学校 

【令和 13年４月からの給食提供】 

仁王小学校、城南小学校、桜城小学

校、厨川小学校、山岸小学校、大慈

寺小学校、米内小学校、土淵小学

校、青山小学校、北厨川小学校、河

北小学校、上田小学校、山王小学

校、緑が丘小学校、大新小学校、松

園小学校、月が丘小学校、高松小学

校、東松園小学校、北松園小学校、

城北小学校 

【令和 13年４月からの給食提供】 

土淵中学校 

【令和 14年４月からの給食提供】 

杜陵小学校 

 

【令和 15年４月からの給食提供】 

中野小学校 

※事業予定地（所在地）：盛岡市下厨川字四十四田 1番 241 の内 
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(8) 事業範囲 

本事業の対象範囲は、次のとおりとする。 

 

ア 解体撤去業務 

(ｱ) 解体設計業務（解体に係る事前調査を含む。） 

(ｲ) 解体撤去業務 

イ 設計業務 

(ｱ) 事前調査業務 

(ｲ) 本体施設（敷地整備、建築本体、建築付帯設備、外構等）に係る設計業務 

(ｳ) 厨房設備に係る設計業務 

(ｴ) 工事開始までに必要な関連諸手続 

ウ 建設業務 

(ｱ) 本体施設（敷地整備、建築本体、建築付帯設備、外構等）に係る建設業務 

(ｲ) 厨房設備の調達・設置業務 

(ｳ) 引渡業務 

エ 工事監理業務 

オ 各種備品調達等業務 

(ｱ) 各種備品の調達・設置業務 

(ｲ) 「備品管理台帳」の作成業務 

カ 学校配膳室の改修業務 

キ 開業準備業務 

ク 維持管理業務 

(ｱ) 建築物保守管理業務 

(ｲ) 建築設備保守管理業務 

(ｳ) 厨房設備保守管理業務 

(ｴ) 施設備品保守管理業務 

(ｵ) 外構等保守管理業務 

(ｶ) 清掃業務 

(ｷ) 警備業務 

ケ 運営業務 

(ｱ) 食材検収補助業務 

(ｲ) 調理等業務 

(ｳ) 配送・回収業務 

(ｴ) 洗浄・残菜等処理業務 

(ｵ) 衛生管理業務 

(ｶ) 運営備品更新等業務 

(ｷ) 食育支援業務 

(ｸ) 災害対応支援業務 
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（参考）運営に関して市が実施する主な業務は、次のとおりとする。 

 ア 提供食数の決定 

 イ 献立作成 

 ウ 食材調達及び検収 

 エ 検食 

 オ 主食（パン、麺）・牛乳・直送品の配達 

 カ 配膳（各学校での配膳）及び配膳室の備品等更新 

 キ 給食費の徴収管理 

 ク 児童・生徒への食育 

 ケ 施設見学等の対応 

 

(9) ＰＦＩ事業者の収入 

本事業における事業者の収入は、次のとおりとする。 

ア 市は、本事業において、学校施設環境改善交付金（文部科学省）及び学校教育施設等整 

備事業債並びに一般単独事業債の活用を想定している。市は、交付金及び起債による調達

分を含め、募集要項に示す金額を、市への本施設の所有権移転後、設計業務及び建設業務

に係る対価（消費税及び地方消費税を含む。）の一部として、事業者に一括で支払う。 

イ 市は、施設整備期間中に事業者が支払う開業費の相当額（消費税及び地方消費税を含 

む。）を、前項と合わせ事業者に一括で支払う。 

ウ 市は、設計業務及び建設業務に係る対価（（消費税及び地方消費税を除く。）として、ア 

を控除した額を、維持管理・運営期間にわたり元利均等方式により事業者に支払う。 

エ 市は、前項に係る消費税及び地方消費税を、ア及びイの支払いと合わせ事業者に一括 

で支払う。 

オ 市は、維持管理業務及び運営業務に係る対価を、維持管理・運営期間にわたり事業者に 

支払う。 

 

(10) 事業スケジュール（予定） 

事業のスケジュール（予定）は、次のとおりとする。 

基本協定の締結 令和９年９月上旬 

事業仮契約の締結 令和９年９月中旬 

事業契約に係る議会議決（本契約締結） 令和９年 10 月 

設計・建設期間 令和９年 11 月１日～令和 12年６月 30日 

引渡し 令和 12 年６月 30 日 

開業準備期間 令和 12 年７月１日～令和 12年８月 31日 

維持管理・運営期間 令和 12 年９月１日～令和 27年７月 31日 

本事業の終了 令和 27 年７月 31 日 
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(11) 事業の実施に必要と想定される根拠法令等 

本事業の実施に当たり、選定事業者は、関連する関係法令、条例、規則、要綱等を遵守

するとともに、各種基準、指針等についても本事業の要求水準と照らし合わせて参考とす

ること。 

 

２ 特定事業の選定及び公表に関する事項 

(1) 選定基準 

市は、本事業を市が自ら実施する従来方式の事業として実施した場合とＰＦＩ事業とし

て実施した場合を比べ、本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業期間を通じ

た市の財政負担の縮減が期待できる場合又は市の財政負担額が同一の水準にある場合に

おいて公共サービスの水準の向上が期待できる場合に、ＰＦＩ法第７条に基づき本事業を

特定事業に選定する。 

 

(2) 選定方法 

市の財政負担額の算定に当たっては、将来の費用と見込まれる財政負担総額を算出の上、

これを現在価値に換算することにより評価を行う。 

公共サービスの水準は、できる限り定量的な評価を行うこととするが、定量化が困難な

場合には、客観性を確保した上で定性的な評価を行う。 

 

(3) 選定手順 

市は、次の手順により客観的評価を行い、評価の結果を公表する。 

ア コスト算出による定量的評価 

イ 事業者に移転されるリスクの検討 

ウ ＰＦＩ事業として本事業を実施することの定性的評価 

エ アからウまでの結果を踏まえた総合的評価 

 

(4) 選定結果の公表 

本事業を特定事業として選定した場合は、その判断の結果を評価内容と併せて速やかに

公表する。事業の実施可能性についての客観的な評価の結果等に基づき特定事業の選定を

行わないこととした場合も、同様に公表する。 

なお、選定結果は、ホームページ等により公表する。 
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第２章 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者選定に関する基本的事項 

(1) 基本的な考え方 

本事業は、設計・建設段階から維持管理・運営段階の各業務を通じて、民間事業者の効

率的・効果的かつ安定的・継続的なサービスの提供を求めるものであり、民間事業者の幅

広い能力・ノウハウを総合的に評価して選定する必要があることから、事業者の選定に当

たっては、市の負担額、提案されるサービス内容をはじめ、設計内容、建設能力、維持管

理能力、運営能力及び資金調達能力等を総合的に評価するものとする。 

 

(2) 選定の方法 

本事業における事業者の募集及び選定については、競争性・透明性の確保に配慮した上

で、公募型プロポーザル方式により行うものとする。 

 

(3) 審査の方法 

審査は、参加資格審査と提案審査の二段階で実施する。 

なお、提案書類の提出方法等については、募集要項等の交付時に明らかにする。 

ア 参加資格審査 

応募者に対し、参加表明書及び参加資格審査に必要な書類の提出を求める。 

イ 提案審査 

参加資格審査通過者に対し、提案内容を記載した提案書類の提出を求める。 

 

(4) 事業審査委員会の設置 

市は、学識経験者及び市職員により構成される「（仮称）盛岡市第二学校給食センター

整備運営事業審査委員会」（以下「事業審査委員会」という。）を設置する。 

事業審査委員会の委員は、募集要項等の交付時に明らかにする。 

 

(5) 公募の中止等 

不正若しくは不誠実な行為等により公募を公正に執行できないと認められるとき又は

競争性を確保し得ないと認められるときは、公募の延期、再公募、公募の取りやめ等の対

処を図る場合がある。 

 

(6) 優先交渉権者を選定しない場合 

事業者の募集及び選定の過程において、応募者が無い、あるいは、いずれの応募者も市

の財政負担額の縮減が見込めない等の理由により本事業をＰＦＩ事業として実施するこ

とが適当でないと判断された場合は、特定事業の選定を取り消すこととし、その旨を速や

かに公表する。 
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２ 事業者の募集及び選定の手順に関する事項 

(1) 事業者の募集及び選定のスケジュール 

事業者の募集及び選定に当たっては、次の手順及びスケジュールで行う予定としている。 

実施方針、要求水準書（（案）、事業契約書（素案）、及び基本

協定書（素案）（以下、「実施方針及び要求水準書（案）等」

という。）の公表 

令和８年 10 月 27 日（火） 

実施方針及び要求水準書（（案）等に関する質問・意見の受付 
令和８年 11 月 10 日（火） 

～11月 17 日（火） 

実施方針及び要求水準書（（案）等に関する質問・意見への回

答公表 
令和８年 12 月２日（水） 

第１回事業者対話の実施 令和８年 12 月 24 日（木） 

特定事業の選定・公表 令和８年 12 月 25 日（金） 

募集要項等の交付（（募集要項、要求水準書、様式集、優先交

渉権者決定基準、基本協定書（（案）、事業契約書（（案）の公表） 
令和９年２月２日（火） 

第１回募集要項等に関する質問の受付 
令和９年２月 10 日（水） 

～２月 16日（火） 

第１回募集要項等に関する質問の回答 令和９年３月９日（火） 

参加資格審査の受付 令和９年３月 16 日（火） 

第２回事業者対話の受付 
令和９年３月 10 日（水） 

～３月 16日（火） 

第２回募集要項等に関する質問の受付 
令和９年３月 10 日（水） 

～３月 16日（火） 

参加資格審査の通知 令和９年３月 30 日（火） 

第２回事業者対話の実施 令和９年４月上旬 

提案書類の受付 令和９年６月上旬 

優先交渉権者の決定及び公表 令和９年７月下旬 

基本協定の締結 令和９年９月上旬 

特定事業仮契約の締結 令和９年９月中旬 

事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 令和９年 10 月 

 ※対象校現地見学会については、必要が生じた場合、別途通知する。 
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(2) 実施方針及び要求水準書（案）等に関する説明会・現地見学会 

実施方針及び要求水準書（案）等に関する説明会は実施しない。 

現地見学会の実施については、次のとおりとする。 

ア 現地見学会の開催日時 

日 時：令和８年 10 月 28 日（水）午前 10時 30 分から午前 12時まで 

場 所：事業予定地（厨川住宅敷地） 

 

(3) 実施方針及び要求水準書（案）等に関する質問・意見の受付及び回答公表 

実施方針及び要求水準書（案）等に関する質問・意見の受付は、次の手順により行う。 

ア 質問・意見の方法 

質問・意見は「実施方針及び要求水準書（案）等に関する質問書」（様式１）及び「実 

施方針及び要求水準書（案）等に関する意見書」（様式２）に必要事項を記載の上、当該 

電子ファイルを電子メールにて送信すること。電子メールの件名には、〔質問・意見書〕 

と記載すること。 

なお、電子メール送信後（土曜・日曜・祝祭日を除く 24時間以内に当該電子メール到着 

の確認に関する返信がない場合は、速やかに送付先に連絡すること。 

また、受付期間に未着の場合は、質問がなかったものとみなす。 

イ 受付期間 

令和８年 11 月 10 日（火）～令和８年 11 月 17 日（火） 午後５時 

ウ 送付先 

盛岡市教育委員会事務局学務教職員課 

Email： edu.gakumu@city.morioka.iwate.jp 

エ 実施方針及び要求水準書（案）等に関する質問・意見への回答公表 

質問・意見及び質問・意見に対する回答は、市のホームページに公表する。ただし、質 

問者の特殊な技術、ノウハウ等に関わり、質問者の権利、競争上の地位その他正当な利益 

を害するおそれがあると考えられるものは公表しない。 

回答公表日：令和８年 12月２日(水) 
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(4) 第１回事業者対話の実施 

本事業に参加を希望する調理企業との個別対話を令和８年 12 月 24 日（木）に予定す

る。対話の実施要領詳細は、前項の回答公表に併せて、市ホームページにおいて公表する。 

 

(5) 特定事業の選定 

市は、本事業がＰＦＩ法に基づく事業として実施すべき事業か否かを評価し、ＰＦＩ法

に基づく事業として実施することが適当であると判断した場合は、ＰＦＩ法第７条に規定

する特定事業の選定を行い、その結果を公表する。 

 

(6) 募集要項等の交付 

市は、募集要項、要求水準書、様式集、優先交渉権者決定基準、基本協定書（案）、事

業契約書（案）等（以下「募集要項等」という。）を市のホームページに公表する。 

以降のスケジュールの詳細は、募集要項等の交付時に明らかにする。 

 

３ 応募者の備えるべき参加資格要件 

(1) 応募者の構成等 

ア 応募者の構成 

(ｱ) 応募者は、本事業の設計に当たる者、建設に当たる者、厨房設備の設計・調達・設置 

に当たる者、工事監理に当たる者、維持管理に当たる者及び運営に当たる者を含む複数 

の企業で構成されるグループ（以下「応募グループ」という。）とすること。 

(ｲ) 応募グループは、特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）に出資する企業でＳＰＣ 

から直接業務を請け負う者（以下「構成企業」という。）とＳＰＣに出資しない企業で 

ＳＰＣから直接業務を請け負う者（以下「協力企業」という。構成企業と協力企業を総 

称して以下「構成員」という。）で構成すること。なお、応募グループは、構成企業の 

みとすることも可とする。 

(ｳ) 応募者は、構成企業の中から代表となる企業（以下「代表企業」という。）を定める 

ものとし、当該代表企業が応募手続等を行うこと。 

(ｴ) 構成員は、ＳＰＣから請け負った業務の一部について、第三者に委託又は下請人を 

使用することができるが、その際は、当該委託又は請負に係る契約の締結後速やかに市 

に通知すること。 

(ｵ) 構成企業に盛岡市内に本社を有する者を１者以上入れること。 

イ 代表企業・構成企業・協力企業の表明 

応募者は、参加資格審査申請時に代表企業、構成企業及び協力企業のいずれの立場で 

あるかを明らかにすること。 

ウ 複数業務の禁止 

同一者が複数の業務に当たることを妨げない。ただし、建設業務と工事監理業務を同 

一の者又は資本面若しくは人事面で関係のある者が兼ねてはならない。 
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※ （「資本面において関係のある者」とは、総株主の議決権の 100 分の 50を超える議 

決権を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50を超える出資を行っている者をい 

い、（「人事面において関係のある者」とは、当該企業の代表権を有している役員を兼 

ねている者をいう。以下同じ。 

 

エ 複数提案の禁止 

応募者の構成員及びこれらの企業と資本面又は人事面において関係のある者は、他の 

応募者の構成員になることができない。 

 

(2) 応募者の参加資格要件 

ア 応募者の参加資格要件（共通） 

応募者の構成企業及び協力企業は、次のいずれかに該当する者であってはならない。 

(ｱ) ＰＦＩ法第９条の規定に該当する者 

(ｲ) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項の規定に該当する

者 

(ｳ) 盛岡市の定める指名停止等の措置基準に基づく指名停止の措置を受けている者 

(ｴ) 事業審査委員会の委員及び出席を求める学識経験者が属する企業又はその企業と資 

本面又は人事面において関係のある者 

(ｵ) 市が本事業について、アドバイザリー業務を委託した次の者と資本面又は人事面に 

おいて関係のある者 

a 株式会社日建設計総合研究所 

b 株式会社みやこ不動産鑑定所 

c 弁護士法人関西法律特許事務所 

(ｶ) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て

がある者、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再生手続開

始の申立てがある者、破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定

による破産手続開始の申立てがある者、その他経営状況が著しく不健全であると認

められる者（（ただし、更生手続又は再生手続については、手続開始の決定後、競争入

札参加資格の再認定を受けた者を除く。） 

(ｷ) 盛岡市暴力団排除条例（平成 27 年条例第 9９号）第 9９条第 1１項各号に掲げる者 

 

イ 応募者の参加資格要件（業務別） 

応募者の構成企業及び協力企業のうち、設計、建設、厨房設備、工事監理、維持管理及 

び運営の各業務に当たる者は、上記アの要件に加えてそれぞれ次の資格要件を満たすこ 

と。ただし、建設業務と工事監理業務は、同一の企業又は資本面若しくは人事面において 

関係のある者が実施してはならない。 

(ｱ) 設計業務に当たる者 

設計業務に当たる者は、次のａからｅまでの要件を満たすこと。ただし、設計業務 
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に当たる者が複数である場合は、そのうち１者は、次のａからｅまでの要件を満たし、 

他の者は、次のａ及びｂを満たすこと。 

a 建築士法（昭和 25年法律第 202 号）第 23 条第１項の規定に基づく一級建築士事務 

所の登録を受けていること。 

b 盛岡市建設関連業務委託契約競争入札参加資格者名簿に登録されている者である 

こと。ただし、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を 

参照のこと。 

c ＨＡＣＣＰ対応施設に対する相当の知識を有していること。 

※ 「相当の知識を有している者」とは、ＨＡＣＣＰ対応施設（ＨＡＣＣＰの認証

を取得した施設をいう。以下同じ。）の実施設計の完了若しくは運営した実績、ド

ライシステムの学校給食施設若しくはドライシステムの民間調理施設の実施設計

の完了若しくは運営した実績、ＨＡＣＣＰに関する書籍の出版等の実績又はＨＡ

ＣＣＰに関する審査員資格等を有する者をいう。以下同じ。 

d 平成 29 年４月１日以降に、延べ床面積 3,000 ㎡以上の公共施設の実施設計業務を 

元請として受託し、かつ、履行した実績を有していること。 

e 平成 29 年４月１日以降に、学校給食施設又は集団調理施設の実施設計業務を元請 

として受託し、かつ、履行した実績を有していること。 

 

(ｲ) 建設業務に当たる者 

建設業務に当たる者のうち１者は構成企業とし、次のａから cまでの要件を満たす 

こと。また、建設業務に当たる者の中には、次のａからｄまで全ての要件を満たす者を 

含むこと。 

 

a 建設業法（昭和 24年法律第 100 号）第 15 条の規定に基づく特定建設業の許可を受 

けていること。 

b 盛岡市市営建設工事請負契約競争入札参加資格者名簿に登録されている者である 

こと。なお、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を参 

照のこと。 

c 平成 29 年４月１日以降に、延べ床面積 3,000 ㎡以上の公共施設（鉄筋コンクリー 

ト造又は鉄骨造の新築工事）の工事を施工した実績を単独又は共同企業体の構成員 

（いずれも元請）として有していること。ただし、共同企業体の構成員としての実績 

は、その共同企業体中最大の出資比率で、自社の監理技術者又は国家資格を有する主 

任技術者を工事現場に専任で配置した場合に限る。 

d 盛岡市市営建設工事請負契約競争入札参加資格者名簿（建築一式工事）において、 

甲Ａに登録されている者であること。 

 

(ｳ) 厨房設備業務に当たる者 

厨房設備業務に当たる者は、次のａからｂの要件を満たすこと。また、厨房設備業 
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務に当たる者が複数である場合は、全ての者が次のａ及びｂの要件を満たすこと。な 

お、この場合、構成企業が１者含まれれば、他の者は協力企業とすることも可とする。 

a 盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。た 

だし、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を参照のこ 

と。 

b 厨房設備業務の遂行において、担当する業務に必要となる資格（許可、登録、認定 

等）及び資格者を有すること。 

 

(ｴ) 工事監理業務に当たる者 

工事監理業務に当たる者は、次のａからｅまでの要件を満たすこと。ただし、工事 

監理業務に当たる者が複数である場合は、そのうちの１者は、次のａからｅまで全て 

の要件を満たし、他の者は、次のａ及びｂを満たすこと。 

a 建築士法第 23条第１項の規定に基づく一級建築士事務所の登録を受けていること。 

b 盛岡市建設関連業務委託契約競争入札参加資格者名簿に登録されている者である 

こと。ただし、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を 

参照のこと。 

c ＨＡＣＣＰ対応施設に対する相当の知識を有していること。 

d 平成 29 年４月１日以降に、延べ床面積 3,000 ㎡以上の公共施設の工事監理業務を 

元請として受託し、かつ、履行した実績を有していること。 

e 平成 29 年４月１日以降に、学校給食施設又は集団調理施設の工事監理業務を元請 

として受託し、かつ、履行した実績を有していること。 

 

(ｵ) 維持管理業務に当たる者 

維持管理業務に当たる者は、次のａからｃまでの要件を満たすこと。ただし、維持 

管理業務に当たる者が複数である場合は、そのうちの１者は、次のａからｃまで全て 

の要件を満たし、他の者は、次のａ及び bを満たすこと。 

a 盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。た 

だし、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を参照のこ 

と。 

b 維持管理業務の遂行において、担当する業務に必要となる資格（許可、登録、認定 

等）及び資格者を有すること。 

c 盛岡市（「物品の買入れ等競争入札参加資格者名簿」において、（「市内業者」の区分に 

登録されている者であること。 

 

(ｶ) 運営業務に当たる者 

運営業務に当たる者のうち、１者は構成企業とし、次のａからｃまでの要件を満た 

 （すこと。ただし、運営業務に当たる者が複数である場合は、そのうちの１者は、次の 

 （ａからｃまでの要件を満たし、他の者は、次のａを満たすこと。 
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a 盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。た 

だし、市の入札参加資格を有さない者の参加については、第２章３（３）を参照のこ 

と。 

b ＨＡＣＣＰ対応に対する相当の知識を有していること。 

c 7,000 食以上の学校給食施設又は集団調理施設における調理業務の実績を有してい 

ること。 

 

(3) 市の入札参加資格を有さない者の参加 

盛岡市市営建設工事請負契約競争入札参加資格者名簿、盛岡市建設関連業務委託契約競

争入札参加資格者名簿又は盛岡市物品の買入れ等競争入札参加資格者名簿に登録されて

いない者で、本事業への参加を希望する者は、本事業の参加資格審査において必要な書類

の提出を求める。 

 

(4) 参加資格の確認基準日 

参加資格確認基準日は、参加資格審査受付日とする。 

 

(5) 参加資格の喪失 

ア 参加資格確認基準日の翌日から優先交渉権者決定日までの間、応募者の構成企業又は 

協力企業のいずれかが参加資格を欠くに至った場合、市は、当該応募者を優先交渉権者決 

定のための審査対象から除外する。ただし、代表企業以外の構成企業又は協力企業が参加 

資格を欠くに至った場合で、市が参加資格の確認及び設立予定のＳＰＣの事業能力を勘 

案し、契約締結後の事業運営に支障を来さないと判断した場合は、当該応募者の参加資格 

を引き続き有効なものとして取り扱うことができるものとする。 

イ 優先交渉権者決定日の翌日から基本協定締結日までの間、優先交渉権者の構成企業又 

は協力企業が参加資格要件を欠くに至った場合、市は、優先交渉権者と事業契約を締結し 

ない場合がある。この場合において、市は、優先交渉権者に対して一切の費用負担を負わ 

ないものとする。ただし、代表企業以外の構成企業又は協力企業が参加資格を欠くに至っ 

た場合で、市が参加資格の確認及び設立予定のＳＰＣの事業能力を勘案し、契約締結後の 

事業運営に支障を来さないと判断した場合は、当該優先交渉権者と事業契約を締結する 

ものとする。 

 

(6) 地域経済への配慮 

応募者は、構成企業及び協力企業に、市内に本社・本店等を置く市内企業を加えるよう

に努めること。また、調理従業員を市内から優先的に雇用する、必要な資機材・消耗品等

を市内企業から調達するなど、市内企業の育成や地域経済の振興に配慮して本事業を実施

すること。 

市内企業の参画や育成、地域経済の振興に対する取組みの状況に応じて、優先交渉権者

決定基準において加点評価の対象とすることを想定している。 
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４ 提案書類の取扱い 

(1) 著作権 

本事業に関する提出書類の著作権は、応募者に帰属する。ただし、本事業の実施に当た

って公表等が必要と認められるときは、市は、事業提案書の全部又は一部を使用できるも

のとする。 

また、契約に至らなかった事業提案については、本事業の審査に関する公表以外には使

用しないものとし、提出書類は、返却しないものとする。 

 

(2) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づい

て保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理

方法、運営方法等を使用した結果生じた責任は、原則として応募者が負うものとする。 

 

５ ＳＰＣとの契約手続 

(1) 契約手続 

市は、優先交渉権者と協議を行い、基本協定を締結する。基本協定に従い、優先交渉権

者は、特定事業仮契約締結までに本事業を実施するＳＰＣを設立し、市は、ＳＰＣと事業

契約を締結する。また、当該ＳＰＣを選定事業者とする。 

 

(2) ＳＰＣの設立等の要件 

ア 優先交渉権者は、本事業を実施するため、特定事業仮契約の締結前までに、会社法に定 

める株式会社としてＳＰＣを盛岡市内に設立すること。 

イ 応募グループの構成企業は、ＳＰＣに対して必ず出資するものとし、構成企業以外の 

者がＳＰＣへ出資することは認めない。代表企業のＳＰＣへの出資比率は、出資者中最大 

とすること。 

ウ すべての出資者は、事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有するものとし、市の 

事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切の処分を行っ 

てはならないこと。 
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第３章 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確

保に関する事項 

１ 基本的な考え方 

本事業における本施設の設計、建設、維持管理及び運営等における業務遂行上の責任は、

原則として選定事業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由があ

る事項については、市が責任を負うものとする。 

 

２ 予想されるリスクと責任分担 

予想されるリスク及び市と選定事業者の責任分担は、原則として「リスク分担表（案）」

（別紙１）に定めるものとし、責任分担の程度や具体的な内容については、募集要項等の

交付時に明らかにする。 

 

３ 市による事業の実施状況の監視（モニタリング） 

市は、選定事業者が事業契約等で規定された業務を確実に遂行し、要求水準書に規定し

た要求水準を達成しているか否か、及び選定事業者の財務状況の把握等を目的にモニタリ

ングを行う。 

 

(1) 設計・建設段階 

市は、選定事業者が実施する設計業務及び建設業務が市の定める要求水準に適合するも

のであるか否かについて確認を行う。 

詳細なモニタリングの方法及び内容等については、募集要項等の交付時に明らかにする。 

 

(2) 施設引渡し段階 

市は、建設工事の完成時に選定事業者から施設の譲渡を受けるに当たり、選定事業者に

より建設された施設等が契約に定める性能基準を満たしているかを確認するため、完成検

査を行う。 

詳細な検査の方法及び内容等については、募集要項等の交付時に明らかにする。 

 

(3) 維持管理・運営段階 

市は、選定事業者の実施する維持管理業務及び運営業務について、定期的に確認を行う。

また、選定事業者の経営状況、財務状況について定期的に報告を求め、確認を行う。 

詳細なモニタリングの方法及び内容等については、募集要項等の交付時に明らかにする。 
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(4) モニタリングの費用負担 

モニタリングに係る費用は、市に生じるものは、市の負担とし、選定事業者の書類作成

等に係る費用は、選定事業者の負担とする。 

 

(5) モニタリング結果に対する対応 

市によるモニタリングの結果、選定事業者が実施する業務が市の要求水準を満たしてい

ないと判明した場合は、市は、選定事業者に業務内容の速やかな改善を求めるとともに、

業務の未達成の度合いに応じてサービス対価の減額等を行う。選定事業者は、市の改善要

求に対し、自らの費用負担により、改善措置を講ずるものとする。 

 

４ 事業終了後の措置 

選定事業者は、事業期間終了時に本施設を市の定める要求水準を満足する状態で、市に

引き継ぐものとする。 
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第４章 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 

１ 立地条件 

ア 事業予定地 盛岡市下厨川字四十四田１番 241 の内 

イ 用途地域 市街化調整区域 用途指定無し 

ウ 建ぺい率 70％ 

エ 容積率 200％ 

オ 敷地面積 約 14,800 ㎡ 

 

２ 施設要件等 

(1) 施設要件 

本施設に必要な機能は、次表のとおりとする。 

詳細は、要求水準書（案）を参照のこと。 

区分 必要とする主な諸室 

建
築
施
設 

給食 

エリア 

汚染作業 

区域 

食材搬入用プラットホーム、荷受室、検収室、冷蔵庫（（室）（・冷

凍庫（（室）、食品庫・調味料庫、下処理室、皮剥室、調味料計量

室、米庫、洗米室、器具等洗浄室、新油庫・廃油庫、可燃物庫・

不燃物庫、回収用風除室、洗浄室、物品庫、残菜処理室 

非汚染 

作業区域 

煮炊き調理室、揚物・焼物・蒸物室、和え物室、アレルギー専

用調理室、炊飯室、器具等洗浄室、食缶等消毒保管庫（（室）、コ

ンテナ室、洗浄室 

その他 

区域 

汚染作業区域前室（午前・午後）、非汚染作業区域前室（午前・

午後）、調理員用更衣室（男女）、調理員用便所、調理員用休憩

室、洗濯・乾燥室、運転手控室 

一般 

エリア 

市職員 

専用部分 
市職員用事務室、市職員用便所、給湯室、更衣室、書庫 

事業者 

専用部分 
事業者用事務室、等 

共用 

部分 

玄関、廊下、来客用便所、多目的便所、献立試作室、多目的室、

階段、エレベーター、倉庫、機械室 

付帯施設 
排水処理施設、受水槽、ごみ置き場、駐車場、駐輪場、車庫、

植栽、敷地内通路、門扉及び塀 
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(2) 提供食数 

本施設の提供食数は、次表のとおりとする。 

生徒数・学級数等は、要求水準書（案）を参照のこと。 

項目 小学校 中学校 

提供食数 
一日当たり最大 8,700 食 

約 5,350 食 約 3,350 食 

 内、アレルギー対応食 最大 90 食 

 

(3) 献立方式等 

通常食の献立は、主食、主菜、副菜、汁物（煮物）、果物（デザート）とし、主菜（焼 

物又は蒸し物、揚物）のみ２献立とする。 

主食は、全日ご飯を予定しており、本施設で炊飯を行う。なお、パン・麺を提供する場

合は、市が委託する業者により学校へ直送する。アレルギー対応食については、専用の調

理室で調理を行うものとし、除去食を基本として、可能な範囲で一部代替食を提供する。 

 

 

(4) 施設稼働日数 

１年で 190 日程度を予定している。 
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第５章 事業契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関

する事項 

１ 基本的な考え方 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と選定事業者は、誠意をもって協議する

ものとし、一定期間内に協議が整わない場合は、事業契約に規定する具体的措置に従うも

のとする。 

 

２ 管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、盛岡地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 
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第６章 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

１ 選定事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

選定事業者が実施する業務が事業契約に定める市の要求水準を下回る場合その他事業

契約で定める選定事業者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた

場合、市は選定事業者に対して改善勧告を行い、改善策の提出・実施を求める。 

 

２ その他の事由により事業の継続が困難となった場合 

事業契約に規定する事由ごとに、責任の所在による改善等の対応方法に従う。 

 

３ 金融機関（融資団）と市の協議 

市は、本事業の安定的な継続を確保するため、一定の重要事項について、選定事業者に

資金を融資する金融機関の融資団と協議を行い、次の事項を含む直接協定を締結する。 

ア 金融機関の融資団が自身の保有する選定事業者に対する債権回収・保全の状態及び選 

定事業者の財務状況に関する情報を市に報告する義務 

イ 債務不履行事由その他事業契約の解除・終了事由を市が認識した場合に、市が金融機 

関等の融資団に通知する義務 

ウ 事業契約の解除・終了事由が発生した場合に、市と金融機関等の融資団が対応を協議 

する義務 
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第７章 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に

関する事項 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

選定事業者が本事業を実施するに当たり、法令の改正等により、法制上又は税制上の措

置が適用されることとなる場合は、それによるものとする。 

 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

選定事業者が本事業を実施するに当たり、財政上及び金融上の支援を受けることができ

る可能性がある場合は、市は、これらの支援を選定事業者が受けることができるよう努め

るものとする。 

 

３ その他の支援に関する事項 

市は、選定事業者が事業実施に必要な許認可等を取得する場合、可能な範囲で必要な協

力を行うものとする。 
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第８章 その他特定事業の実施に関し必要な事項 

１ 議会の議決 

市は、債務負担行為の設定に関する議案については令和８年 12 月議会に、事業契約に

関する議案については令和９年 10月議会に提出する予定である。 

 

２ 応募に伴う費用負担 

応募に伴う費用は、すべて応募者の負担とする。 

 

３ 問合せ先 

盛岡市教育委員会事務局学務教職員課 

〒020-8532 岩手県盛岡市津志田 14-37-2 都南分庁舎 3階 

TEL （：019-601-3712 直通 

FAX （：019-637-8193 

E-Mail：edu.gakumu@city.morioka.iwate.jp 
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別紙１ リスク分担表（案） 

本リスク分担表（案）は、各項目に示すリスクの分担についての基本的な考え方を示す

ものである。詳細については、事業契約書（案）で明らかにする。なお、事業契約書（案）

と重複する箇所については、事業契約書（案）の規定が優先する。 

 

リスクの種類 
整理 

No 
概要 

負担者 

市 民間 

共
通 

応募手続リスク １ 募集要項等の誤り、応募手続の誤り ○  

応募費用リスク ２ 応募手続に係る費用の負担  ○ 

契約リスク（※1） ３ 契約締結の中止 ○ ○ 

政策変更リスク ４ 
市の政策変更による政策方針や事業計画の変更による

もの 
○  

法令変更リスク 

５ 
本事業に特別に影響を及ぼす法制度の新設・変更に関

するもの（税制度を除く） 
○  

６ 
上記以外で、本事業のみならず広く一般的に適用され

る法制度の新設・変更に関するもの(税制度を除く） 
 ○ 

税制変更リスク 
７ 民間の利益に課される税制度の新設・変更等  ○ 

８ 上記以外の税制度の新設・変更に関するもの ○  

許認可取得遅延 

リスク 

９ 市の事由による許認可の取得遅延 ○  

10 上記以外による許認可の取得遅延  ○ 

住民対応リスク 

11 
本事業の実施に関する住民の反対運動・訴訟等が生じ

た場合 
○  

12 
上記以外に関する住民の反対運動・訴訟等が生じた場

合 
 ○ 

第三者への賠償 

リスク 

13 市の事由による事故によるもの ○  

14 上記以外の事由による事故によるもの  ○ 

不可抗力リスク 

（※2） 
15 

戦争、風水害、地震等その他自然的又は人為的な現象

のうち通常の予見可能な範囲を超えるもの 
○ △ 

環境問題リスク 16 
事業者が行う業務に起因する有害物質の排出・漏洩や

騒音・振動・光・臭気に関するもの 
 ○ 

金利変動リスク 
17 金利確定日までの金利変動によるもの ○  

18 金利確定日以降の金利変動によるもの  ○ 

用地の瑕疵リス

ク 

19 
市があらかじめ提示した事業予定地の情報・資料から

合理的に想定できる地質障害や地中障害物等 
 ○ 

20 上記以外の地質障害、地中障害物等 ○  

物価変動リスク 
21 施設供用前の物価変動（※3） ○ △ 

22 施設供用後の物価変動（※3） ○ △ 

事業の中止・延

期・遅延リスク 

23 市の事由による事業の中止・延期・遅延 ○  

24 上記以外の事由による事業の中止・延期・遅延  ○ 

要求性能未達 

リスク 
25 要求水準未達によるもの(施工不良を含む）  ○ 
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リスクの種類 
整理 

No 
概要 

負担者 

市 民間 

設
計
・
建
設 

測量・調査リスク 
26 市が提示した測量・調査の不備 ○  

27 上記以外の測量・調査の不備  ○ 

設計遅延・調査・

設計費等の増大 

リスク 

28 市の事由による設計の完了遅延･設計費の増大 ○  

29 上記以外の事由による設計の完了遅延・設計費の増大  ○ 

計画・設計・仕様

変更リスク 

30 市の帰責事由により変更する場合 ○  

31 上記以外の事由による大幅な計画・設計変更等  ○ 

工事遅延・工事費

増大リスク 

32 市の事由による工事遅延、工事費の増大 ○  

33 上記以外の事由による工事遅延、工事費の増大  ○ 

施設等損害 

リスク 
34 

工事材料、建設機械器具、引き渡し前の工事目的物に

ついて生じた損害、その他工事の施工に関して生じた

損害 

 ○ 

維
持
管
理
・
運
営 

供用開始の遅延

リスク 

35 
市の事由による維持管理・運営開始の遅延に関するも

の 
○  

36 
上記以外の事由による維持管理・運営開始の遅延に関

するもの 
 ○ 

什器・備品管理 

リスク 

37 
市が実施する業務に起因する什器・備品等の破損・紛

失・盗難 
○  

38 
事業者が実施する業務に起因する什器・備品等の破損・

紛失・盗難 
 ○ 

施設瑕疵リスク 

39 
事業契約に規定する瑕疵担保期間中に見つかった施設

の瑕疵 
 ○ 

40 
事業契約に規定する瑕疵担保期間後に見つかった施設

の瑕疵 
○  

維持管理・運営費

増大リスク 

41 市の事由による維持管理費・運営費の増大 ○  

42 
事業者が実施する業務に起因する維持管理費・運営費

の増大 
 ○ 

光熱水費リスク 
43 光熱水使用量の増大に伴う費用増加  ○ 

44 物価上昇に伴う費用増加（※3） ○ △ 

施設等損傷 

リスク 

45 市の事由による施設の損傷 ○  

46 上記以外の事由による施設の損傷  ○ 

支払遅延・不能 

リスク 
47 

市の事由によるサービス対価の支払の遅延・不能によ

るもの 
○  

需要変動リスク 

48 
給食を提供する学校における給食サービス形態の変更

等、市の事由によるもの 
○  

49 児童数の変動によるもの（※4） △ ○ 

50 残菜の変動によるもの（※4） △ ○ 

異物混入リスク 
51 市が実施する業務に起因するもの ○  

52 事業者が実施する業務に起因するもの  ○ 
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リスクの種類 
整理 

No 
概要 

負担者 

市 民間 

維
持
管
理
・
運
営 

アレルギー対応 

リスク 

53 市が実施する業務に起因するもの ○  

54 事業者が実施する業務に起因するもの  ○ 

食中毒リスク 
55 市が実施する業務に起因するもの ○  

56 事業者が実施する業務に起因するもの  ○ 

配送遅延リスク 
57 市の責めによる配送の遅延等によるもの ○  

58 事業者の責めによる配送の遅延等によるもの  ○ 

食器等破損 

リスク 

59 市が実施する業務に起因する食器等の破損 ○  

60 事業者が実施する業務に起因する食器等の破損  ○ 

移
管 

性能確保リスク 61 事業終了時における施設の性能確保に関するもの  ○ 

移管手続リスク 62 
事業の終了手続に係る諸費用に関するもの及び事業会

社の清算手続（に伴うもの 
 ○ 

※１ 不正行為を除きそれぞれが発生した費用を負担する（議会で承認されなかった場合も含む。） 

※２ 一定の金額又は割合まで民間事業者も負担する。 

※３ 所定割合までの物価変動に伴う費用変動は民間事業者が負担し、それを超過する場合は市が 

（負担する。 

※４ 運営期間を通じて、所定の食数変動までは事業者のリスク負担とし、それを超過する場合は 

市のリスク負担とする。食数減少に関しては、市が一定の最低食数に係るサービス対価を保証 

する。 
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別紙２ 事業予定地位置図 

 

事業予定地位置図（広域） 
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事業予定地位置図（詳細） 
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